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　I　はじめに

　スラッファの限界生産力説批判はマーシャルの「外部節約論」批判を契機に

展開された。生産規模の拡大により生産費を低下させる作用は，個々の企業に

おいてそれがなされるかぎり，それらの諸企業の競争の行きつくところは，1

つの企業による市場の完全独占であるはずである。しかし，現実には，「収穫

逓増下における競争」が行なわれており，この事実を説明するために・マーシ

ャルは「外部節約」の概念をもち出した。すなわちマーシャルは生産規模の拡

大により生産費を低下させる作用の説明にあたって，個々の企業が特別に利益

を得るところのr内部経済」に依るものであるという説明を退け，その生産費

を下げる作用を，もつぱら主にその産業に属するすべての企業が共通して利益

をこうむるところの「外部経済」に依るところのものであると説明することに

よって，きりぬけようとした。
　　　　　　　（1）
　1925，26年論文においてスラッファはこの「外部節約論」はマーシャルの部

分均衡論とは相容れないものであることを指摘し，さらに進んでワルラス等に

よって議論されてきた平均費用極小点での均衡点成立そのものに対して疑問を

　（1）　Sraffa〔20〕〔21〕
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呈示するに至った。つまり限界生産力説に依る均衡点成立の論証は，上記の収

穫逓増下における競争という現実に対し説明能力を持ち得ないということであ

った。この論文は後にJ．Robinson，El　H．Chamber1inによる不完全競争論，

独占的競争論に対する道を開く契機となったものとして，あるいは，限界生産

力説に依拠する価値と分配の理論に対して，内在的に批判を提示したほとんど

最初の論文として高く評価されていることは周知の通りである。それから約30
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
年以上後にr商品による商品の生産』が出された・r経済理論批判」という副

題からみても容易に察せられるように限界生産力説に依る価値と分配論に対す

る批判という点に関して疑いたいがスラッファ体系の意義及び内容上の理解に

ついてはまだ充分論しつくされているとはいいがたい。この論文を契機とし

て，ケンブリッジ資本論争という形で議論が展開され，この論文の意義そのも

のについても，いくつかの点が明らかにされたように思う。

　従来のケンブリッジの資本論争といわれているものの主要な内容は大略的に

分けて次のようなものであったと考えられる。

　（i）資本測定の単位について。限界生産力説に基づく分配理論に論理適合的

　な資本測定の単位が見出せるか。

　（ii）各生産要素の限界生産力に依る要素報酬率の決定と完全配分（均衡点で

　は純生産額は限界生産力に依って規定された要素報酬に分割されその他の残

　差は存在しない）は論理斉合的でありうるか。

　（iii）収穫逓滅法具uと資本の限界生産力による利潤率決定という限界生産力説

　に依る分配論の機構においては資本の集約度増大⇔利潤率低落，資本の集約

　度の低落→利潤率増大という有利な技術導入についての一定の関係を表示し

　ているが，このような分配関係の変化と採用される技術の資本集約度との間

　の一定の関係について理論的妥当性は有り得るか。

　（ii）（iii）の議論は（i）の議論を基盤として成立しており（i）の議論と

共に立ち共に倒れる性格をもっておりその意味で（i）が最も基本的な問題で

あるといえる。したがって本稿ではこの（i）の問題についてのみ取り上げス

　（2）　Sraffa〔19〕

　32



　　　　　　　　　　　　　　　　　　新古典派集計的生産函数についての一論点

ラッファの意図したねらいを整理することを目的としたい。

　II資本測定問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　新古典派分配理論が前提としているwelレbehavedな生産函数は存在する

無数の生産体系の申から要素報酬率に対応した最適生産体系の集合として与え

られているが，その基礎として，存在している生産体系が単一であっても分配

関係を説明しうる論理がなければならないはずである。要素報酬率水準に対応

する最適生産体系の選択を行なうことが出来たのは個々の生産体系について決

定される要素報酬率間の関係を把えることが出来るということが前提になって

いたはずであったからである。したがって以下では存在する生産体系が単一で

あるという条件を置く。

　本来，この単一の生産体系に対応する生産函数とは存在する可処分生産要素

量と生産物量間の技術的関係を表現するものであり，可処分要素の量は技術的

タームで表現されるべきはずのものである。したがって資本の限界生産力の本

来の概念も，資本量と生産物量が技術的タームで定義されるとき成立する概念

であるといえよう。

　　　　　　　　　　　（4〕
　ところで集計的生産函数においては各生産要素の異質量の同質量への還元が

なされなければならないが労働については同質量への還元は可能であっても資

本量については経済的意味をもちうる技術タームでの単位を見出すことはでき

ない。「資本」は本来，均等な利潤率を要求するという意味で使用されている用

語でこの意味からも資本量は価値量への還元という意味が既にそのうちに含ま

　（3）可変的生産要素冶と生産量ツとの関係を示す生産函数を片∫（后）とすれば，

　　　∫’（ゐ）＞O，戸（左）くO，ア（0）1o。，∫’（o。）一0の性質をもつ生産函数をwell－beha－

　　　vedた生産函数とい㌔

　（4）集計的生産函数についての議論はSamuelsOn〔！8〕，J・RobinsOn〔16〕，

　　　〔17〕，Garegnani〔3〕。　非集計的生産函数についての議論はワルラス批判とし

　　　て行なわれている。ガレニャー二〔4〕第2都。その結論は新資本財の販売価格自

　　　生産費と，すべての資本財に均等な純収入率（利子率）の存在とは互に矛盾せざ

　　　るを得ないということであった。これに関連する議論は，菱山〔6〕，山下〔24〕，

　　　松島〔9〕。
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れている。したがって資本量は一方では均衡価格による表現をとらざるを得な

いのである。このような資本量の価格による表現は限界生産力説にとって本質

的困難が生ずる。資本量を価格表現するとなると価格は既に利潤率を前提とし

ていなければならないわけで利潤率を既知のものとして資本量を表現している

ことになる。ところが限界生産力説においては限界資本量が利潤率を決定しな

ければならなかったはずであり，このことは一般的には求めらるべき利潤率を

既知のものとして資本量を測定するという循環論に陥っているということを意

味している。せいぜい利潤率が利潤率を決定する，あるいは資本量が資本量を決

定するどいラ同義反復的意味しか持たなくなる。仮に利潤率をある水準に与え

たとしても今度は各要素の限界生産力概念に矛盾を来たすことになる。単一の

生産体系に対応する生産函数は生産量と生産諸要素量との技術的関係を表示し

ているものであるはずであり限界生産力理論においてはそれらの所与の生産諸

要素量と所与の技術的関係が分配関係を規定することであっても逆に分配関係

の変動によって生産諸要素量が変動することは有ってはならたいはずである。

　上記のように資本量を価格表示する場合，生産量と技術体系が不変であるに

もかかわらず一般には利潤率水準いかんによって価格表現された資本量が変動

することになり無数の価格表現された資本量とこれら不変の生産量と技術体系

とが同立しうることになる。限界生産力説が妥当しうるのは資本量と生産量が

価格表現されたとき，実物タームでの異質的資本財の各量と純生産物量との不

変の関係が価格表示された資本額と生産額においても妥当する場合，すなわち

純生産物総額と資本価額の比率が異質的資本財のすべてにわたって分配関係の

変化に対してそれぞれ不変に留まる場合だけである。なぜならこの場合以外に

は所与の技術体系のもとで価格表現されたところの資本量，純生産物量からひ

き出される資本の限界生産力は種々の値をとりうるからである。

　ここで限界生産力説に依拠する分配理論と対極的位置にあるリカード派の分
　（5）
配理論について若干触れておきたい。リカード派の分配理論においては利潤は

（5）　リカード派分配理論についての詳述はDobb〔2〕chap－3，ガレニャー二〔4〕

　第1部，KaIdor〔8〕。
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与件としての純生産物から与件としての社会的消費を控除したものとして肥え

られ，それによって利潤率，諸価格が決定される。すなわち投下労働量と生産

構造が所与で実質賃金率が外部から与件として与えられ，それによって利潤率

と諸価格が決定される体系である。この分配理論におけるリカード以来の困難

は分配関係が変動したとき，それに伴う相対価格変動に影響されずに利潤率を

一義的に規定しうるかという問題であった。

　スラッファは一方において限界生産力理論に対しては極めて非現実的な条件

が存在しなければ，その理論の妥当性は認められえず，本質的欠陥を持ってい

ることを明示するとともに他方でリカード派分配理論がもつ困難は基本的には

解決されうることを示そうとした。つまり単に限界生産力説の理論的妥当条件

の限定性を明らかにしたに留まらず，リガ一ド分配理論における困難が基本的

には解決しうることを示すことによってリカード派分配理論の優位性を明らか

にしようとしたところにスラッファの理論的特徴が見出せる。

　III限界生産力説妥当条件

　既述のように一生産体系のもとで分配関係の変化に対して価格表現された生

産量と資本量の比が異質な資本財のすべてにわたって一定で所与であることが

限界生産力理論の妥当条件である。これが具体的にどのような条件であるのか

を考えてみる。

　まず均衡価格方程式体系を考える。この方程式の前提は（i）すべての商品

に直接間接投入関係をもつ財を基礎財とし，第1部門から第m部門までを基礎

財部門とする。このことは投入係数行列λは分解不能，非負行列であることを’
　　　（6）　　　　　　　　　　　　　　（7）
意味する。（ii）賃金後払い原理である。

　　　　　　PX＝（1＋7）P五十WZ　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

但し

（6）置塩〔13〕P．127。

（7）　これに対する批判は，置塩氏のSraffa，〔！9〕に対する書評（『国民経済雑誌』

　　第103巻3号）が有ろ。
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榊・?1上1トに工1
　P有ばつ財の価格，んjはゴ財をん単位生産するのに必要な4財量，ムは

i射ん単位生産するのに必要な直接労働量，クは利潤率，wは貨幣賃金率。

∠，Z，Xが所与でハ，（4＝1…m），γ，Wが変数である。

　任意の比率d1…6冊までを第1行から第m行までそれぞれかけて整理すると

　　　　〃　　　　　　　　　　　珊　　　　　　　　　　　　　　　閉

　　　　Σ（∂iんPゾΣ必ん1Pゴ）一WΣ〃・
　　　　’＝1　　　　　　　jま1　　　　　　　　　　｛口1
　　γ一　　　　。加　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　　　　　　　　　ΣΣd山。Pゴ
　　　　　　　　　｛！1ゴ＝1
　　閉　　　　　　　　　　閉
　　Σ（払んP｛＿Σ∂｛Aゴ｛Pゴ）＝ρdとして

　　仁1　　　　　戸1

　　　〃
　　wΣ舳　　　’＝l　　　　　　1
　　　Q也＝ω・・万・P＝昨［P・’・・戸1’コ

とすると

　　　　　　1一ωd
　　γ．開閉　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　　　　ΣΣ6μj1P！
　　　　仁エト1

方程式（1）より

気続｛㍍／　　（・）
　ω。を方程式体系の外部から与えられたものとすれば方程式はm＋1個，未知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
数はP1（ξ：ユ…m）と7のm＋1個で上の方程式を解くことができる。

　ωdを与えるとωdの水準に対応した解7を求めることができるがωdをO

から増加させて行くとωdの各水準に対応する（ω。，7）の軌跡を求めることがで

　　　　　　　　　　　　　　　（9）
きる。これを賃金曲線（wage　curve）と呼ぶ。ωdの変動に対して（3）式の

　（8）正の利潤率を保証する非負の価格と賃金率が存在するための必要十分条件は，

　　　搾取率が正となるように，実質賃金率水準が与えられている場合であることが既

　　　に証明されている。0kish玉。〔14〕，Morishima〔10〕。

　（9）Garegnani〔3〕，同じ曲線をSamuelson〔18〕はfactor　price　frontier

　　　と名付けている。
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分母が変動するような一般的場合には賃金曲線が，曲線形となる場合（図一A）

であり，（3）の分母がωdの変動に対して，一定の値をとるという特殊な場

合，賃金曲線は直線形をとる。（図一B）

　限界生産力理論が妥当するためにはω。の変動に対して価格表現された純生

産物量と価格表現された資本量が異質な資本財のすべてにわたって分配関係の

変動に対して一定に留まること，すなわちωdの変動に対し（3）式の分母の

　　　”
うちΣa1んlP！（5＝1…n）が，それぞれ一定に留まるということである。そ
　　ゴ！1

のことは分配関係の変動（ωdの変動）に対して相対価格P｛（仁1…m）が変化

　　　　　　　　　　　　　　　しないということを意味している。（付注1）

　　　　　　そして相対価格が分配関係の変動に対して変

　　　　　　化しないための条件はすべての部門の資本集

　　　　　　約度が均等であるということである。（付注

　　　　　　2）この条件が存在するとき分母の値は一意

　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　的に与えられ，一であり，（但しRは極大
　　　　　　　　　　　　　R
　　　　　　利潤率）利潤率は

　　　　　　　　γ＝灰（1一ωd）　　　　　　　　　　　　　（5）

R　　　　　　r
　　　　　　と表現される。（付注2参照）いうまでもな

／・このとき（・）の分母は一定（÷）であるから・賃金曲線は直線と紙

　IV　不変の価値尺度としての標準純生産物

　資本が価格表現される場合，限界生産力説が妥当するための条件は資本集約

度が均等であるということであり，この場合は当然賃金曲線が直線にたるが賃

金曲線が直線形になるもう1つの条件が存在する。これは，投入産出比率がす

べての部門にわたり均等，すなわち

　　　タ山一十（1－1・…）

　　　Σφんj
　　　ト1

という場合である。（付注3）

　逆に1つの生産体系（式（1）におけるλ，刈に固有なr標準純生産物」
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で賃金を測れば，（5）と同様の関係が成立する。すなわち

　　　払A　　　　　　　一ユ十R　　（一＝1　m）
　　　”
　　Σφん
　　ゴ』1

を満足する凶を特別に払＝σ｛とおくと

　　　σ山一1＋児（互＝1。）　　　　　　　（6）
　　　蜆
　　　Σのんゴ
　　ゴーl

　Rは一意的に与えられるから（付注2，3参照）σ1も一意的に決定され飢

ここで，

　　　　　”　　　　　　　　　　　　　　　　　”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　掘

　　（9、λ1一Σのλ・ゴ。％ん一Σのんパ・・…，伽ん一Σのんj）
　　　　　ゴ■1　　　　　　　　　　ゴー1　　　　　　　　　　　　　　J＝1

を標準純生産物とする。（6）を満足するσゴ・・σ皿を方程式（1）の各行にそれぞ

れかけて整理し，

　　カ　　　　　　　　　　m
　　Σ（σ1ん片一Σのん1戸ゴ）：ρ竈　とおき，
　　1■1　　　　　戸1

貨幣賃金を標準純生産物で測り，

　　　　”
　　wΣ〃・
　　　1－1　　　　Q。一物　とおくと・

　　　　　　1一ωo
　　7＝　　　　閉　　　〃
　　　　ΣΣα1んハ
　　　　！！1ゴ，1
　　　　　　　Q。

となり分母はσ、が（6）を満足していることを考慮すれば」」になるから，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
　　7＝亙（1一ω。）

が導かれる。

　リカードの分配理論の基本構想は一財モデルなる。Om　ratiO　theOryにみら

れる。ここでは与えられた一生産体系のもとにおいて純生産物量と資本量は穀

物量によって与えられている。したがって労働者の必要消費分の水準が変化し

ても利潤率は穀物の相対価格変動の影響を受けることなく，労働の分配率ある

いは労働者の必要消費の取得分の水準だけに一義的に依存する，リカードのね
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らいは利潤率は社会的に与えられた実質賃金率に依存してきまるというところ

にあった。そのためには実質賃金率の水準の変動に対して利潤率が相対価格の

影響を受けずに，その実質賃金率によって一義的に決定されることが多部門モ

デルにおいても成立することを示すことが要求された。

　スラッファはリカードが解決しえなかったこの問題について次のような解決

を与えた。それは投入産出比率が各部門で均等になるような純生産物量（標準

純生産物）が1つの生産体系に固有なものとして求めることが出来，その標準

純生産物で貨幣賃金を測れば，分配関係の変動による相対価格の変動の影響を

受けずに一義的にその実質賃金率水準だけに依存して利潤率が決定されるとい

うことであった。

　このことはある生産体系に固有な標準純生産物で貨幣賃金を測れば，賃金曲

線を直線形にすることが出来ることを意味している。

　V　むすぴにかえて

　限界生産力説において資本の限界生産力が利潤率を決定するということと資

本そのものが価格表現をとらざるを得ないという2つの要求を同時に満たすこ

とは，価格構造に依存して利潤率が決定されることを一意味しており，これはI

で指摘したような理論的欠陥に逢着せざるを得ない。限界生産力説が妥当する

ための条件は分配関係の変化に対して資本財の相対価格が変動しないことであ

り，このことは資本集約度がすべての部門で均等であるという条件を’必要とす

る。つまり，限界生産力説が妥当するためには極めて非現実的な特殊条件が必

要であることを意味しているのである。

　これに対してスラッファ体系においては投下労働量と生産構造が与えられ実

質賃金率水準が外部から与えられることによって，利潤率が，価格構造に依存

することなく，これらの与件だけで決定され表現されうる体系である。ここで

は限界生産力説が必要としたような条件すなわち分配関係の変化に対して資本

財の相対価格が一定でなければならないという条件は必要としない。たとえ分

配関係の変動に対し資本財の相対価格が変動するような一般的な場合すなわち
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資本集約度が各部門で不均等であるような一般的場合でも，分配関係の変動

（ωoの変動）に対して相対価格変動の影響をこうむることなく直ちに分配関係

水準（7の水準）を決定することができるのである。これはリカード派の分配

理論がもつリカード以来の困難を一般的場合にも解決しうることを示してい

る。したがってスラッファ体系の意義は限界生産力説が極めて非現実的条件が

無ければ成立しえないのに対し，この限界生産力理論に依る分配理論と対極的

位置にあるリカード派分配理論の旧来からの困難が一般的条件のもとで解決し

うることを示すことによってリカード派分配理論の限界生産力説に対する優位
　　　　　　　　　　　　　　　　（1O）
性を確認しようとしたところにある。

＜付注＞

1．価格表現された資本量と純生産量の比がすべての異質の資本財にわたって分配関

　係の変化に対し，それぞれ一定であるとき，それらの資本財の相対価格は分配関係

　の変化に対してつねに一定であることを以下に示す。

　本文中の記号を用いると

　　　Σφ小片
　　　件1　　　　　　　1
　　　　　　　　＿　　　（∫＝！　m）とおくと
　　　　ρd　　　αゴ

　投入される第ノ資本価額と純生産物価額は分配関係の変動に対し一定だから，αj

　（プ11…m）も吻の変動に対し一定である。

　冶を1≦尾≦n，冶≠ブの任意の整数とすると，

　同様に，　蜆
　　　　　ΣφA肋P比
　　　　　ト1　　　　　　1
　　　　　　　Q。　一舳　とおくと・

　　　　　　　堀
　　　　　　皿ゴΣ6曲｛
　　　P此　　　H
　　　Pj　　　閉
　　　　　　α吐Σφλ肋
　　　　　　　一！1

　右辺は実物タームでありω。が変動する前と変わないから，任意の資本財の相対価

　格はωdの変動に対して一定に留まる。

（10）　スラッファのこのようた意図が成功しているかどうかについてはまず，さしあ

　　たって標準純生産物で賃金を測ることの意味について，より立ち入った検討を要

　　すると思われるが本稿では乗せたかった。今後の課題としたい。
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2．実質賃金率の変動に対して相対価格が不変に留まるためには資本集約度が各部門

　にわたって均等であることが必要であることを示す。

　　方程式（4）はP＊Xd自（1＋7）Pヰλd＋ωd

　この方程式の第4行は

　　　　　　　　　　　”　．、．．　wム1a1
　　　P。’ん山自（1＋7）Σp’μ〃め十
　　　　　　　　　　ゴー1　　　　Q・

　w　一＝ω比とおくと，吻が変動するということはム，心が一定であるからω庇が
　ρd
　変動するということである。

　ここで

　　　　　　　　　　〃　　　〃λ凶一（1＋ク）Σp’凶1σ1＋ω〃i
　　　　　　　　　　』呈1

　の両辺をω比で偏微分すると，

　　　∂P帖」ΣP’＾十∂クΣP・、λ、皿十。∂ΣP＾十．、
　　　　∂ω克　　　∂ω止　　∂ω止　　　　　　∂ω此

　ω丑の変動に対してP…は変化しないから，

　　∂P｛’　　　　　　　　　∂ク　　　　　　ム
　　　　一O　より　　　　　＝一
　　∂ωκ　　　　　　　　∂ω止　　　卸

　　　　　　　　　　　　　　　Σpゴ小
　　　　　　　　　　　　　　　』＝1

　したがってこのとき各部門の資本集約度～Σア’ゴん1は均等である。

　　次にW－Oのときの利潤率クを7＝R（極大利潤率）とし，生産構造∠，Xが

　与えられている場合には，灰も一意であり資本集約度が各部門において均等な場合

　はクコR（1一価）で表わせることを示す。

　　　ム
　　　　　　　が各部門で均等であるから，
　　〃
　Σp’山1
　∫Eユ

　　　’他店
　　　　　　　十ク　も各都門で均等である。
　　地
　Σp’凶1
　∫白ユ

　　　　　　　　　　　　　　　閉
　　　　　　　　　　　〃ん一Σ巧ル
　　　　’仙　　　　　　H　　　＿　〃ル　　　　　　　　十7一　　　　　　　　　　　　　　　　一1三β　　　　　（A）
　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加　　　　　　　　　　　　　　　　加

　　Σ杓小
　　3＝1

とおく。

ここで

Σp’μj1
ゴ！1

Σp一山1
j11

町・・州 P1∴トイ・∴」

この式の各列をそれぞれ＾…んでわると

41



一橋研究第29号

［榊1
¥ト肘1［1・・．：1

（B）

（ここで物は第ゴ財1単位生産するのに必要な第ε財量）行列［物］は分解不能

非負行列で上式の形よりFrObenius根μ＊が存在してμ＊は一意的に与えられ
（ll）

る。また（A）より

岬）凧ψ1
mll∵㌻1一川［1三・二1

3．

βは式の形より極大利潤率に等しいから

　　÷一1＋β一1＋R
　　μ

したがってRも一意的に与えられ

　　　　　”
　　　　　ΣFμゴ払
　　　　　ト1　　　　　　　＿　1　　　　　　　　　　　　　　一　　　どたり
　　“　　　　　閉　　　　　　　　R
　　Σ（ハ’ん一Σp’ゴAゴ1）必

　　111　　　　戸1

このとき利潤率は

　　7，R（1一ωd）と表現される。

　実質賃金率ωdの変動に対してP＊の変動にもかかわらず（3）式の分母
”　　”

ΣΣ4ん｛”が一定である場合の必要条件は投入産出量比率がすべての部門に
1－1’一1

　　　　　　　　　　　　　　（12）
わたって均等であることを証明する。

　　　　　　　　　　1一ωd　　　　　　　　　　　　　胴
く証＞（3）式7r別、ハの分母において・Kr碧、舳・とおくと

　　　　　　　　　　　Qd
　　　　〃　　　　　　　　　　　”　　　　　　　　　　　　閉　　　　　　　　　　”　　〃

　　ρd＝Σ（凶ムP1一Σφん尚）鶉Σ必ムP1一ΣΣ必ん｛pゴ
　　　　一一1　　　　　　j＝1　　　　　　　！！1　　　　　一自1ゴ！1

　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　　　　＝Σ（3山一K1）P土
　　　　　　　　　　　　　　　　一■1

ωdの変動に対して式（3）の分母が一定だから

　　〃　　〃　　　　　　　　　　　　　蜆　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　ΣΣ励ん灼　　Σκ片　　　　ΣK出
　　一！1’白1　　　　．，＝1　　　一　　　　一！1　　　　　徹　とおくと
　　　　ρd　　　　　Qd　　　蜆
　　　　　　　　　　　　　　　　Σ（φん一K1）P｛
　　　　　　　　　　　　　　　一＝1

（11）二階堂〔11〕p．109－156。

（12）　Sra｛fa体系の数学的展開については，

　　〔12〕，瀬池山〔22〕，等が有る。

Burmeister〔1〕， 大塚〔15〕，信田
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　　n
　Σ1α∂山一（1＋α）刷PFO
　‘一1

ハの変動にもかかわらず（3）式の分母が一定値αをとるためには，上式が成立

することが必要である。R＞Oより

　　∂｛ん　　みん　　　1＋α　　　　　！　　　　　　；　　　　　（一＝1　〃）　　　　　　　　　　　　　　　〈了〉
　　κ｛　　m　　　　　α
　　　　　　Σ的ん5
　　　　　　戸1

P＊の変動にもかかわらず（3）式の分母が一定であるためには投入量産出量比率が

各部門にわたって均等であることが必要であることが証明できた。次に，この比率
1＋α

　　　が一意的に与えられることを示す。
　α

上式を行列形式で表わすと

［ll∵π三ト［∵・二／［三1　㏄）

ここ一㎡州1・州）淋／
p・㏄）泌1

P㌧［片’P2’…P刊’］をかけて加えると

ト島）附刈1㌧二π三い

〃l
I∵・・二π1＋よ／吋

　したカミってこの比率　　α　は一意的である。またμ＊1　1　よりα＝」Lとだ
　　　　　　　　　　　1＋α　　’　　　　　　　　ユ十児　　　　R
　る。

　これより　ク白R（1一ωd）
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